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PTA運営と現行法体系―明示的加入意思表示とPTA自己徴収の統一理論 

はじめに―全国でなお見られる典型的なPTA運営 

現在、全国の公立学校でなお見られる典型的なPTA運営は、入学又は進級を起点として、保護者から明

示的な加入申込みを受けないまま全家庭を会員として扱い、加入しない者又は退会する者だけに申出を

求めるものである。PTA会費は、教材費、行事費、積立金等の学校納入金と同じ口座振替又は集金袋に

組み込まれ、学校からの通知として保護者へ示される。教職員が、在籍者名簿から徴収対象者を作成し、

金額を登録し、収納結果を確認し、未納者へ連絡し、PTA口座への送金又は会計処理を担う例もある。 

この運用では、学校への在籍という公法上の関係、PTAへの加入という私法上の契約、学校が教育目的

で保有する個人情報、PTAの私的な会費債権、地方公務員の勤務及び学校の徴収・会計システムが、一

つの手続の中で結合される。保護者から見れば「学校へ提出し、学校から引き落とされる一つの費用」で

あっても、法的には主体、目的、権限及び責任の異なる複数の関係が重なっている。 

近年、明示的な入会届を導入する一方で、会員情報の学校への提出、学校基本台帳との照合及び学校

口座による会費徴収を残す「部分的オプトイン」も現れている。しかし、加入手続だけを改めても、会員

データ、会費債権、徴収、未納管理及び教職員労務を学校に残せば、公私混合の後半部分は維持され

る。本稿は、この一連の処理を法律ごとに分断して評価するのではなく、入口から出口まで一つの制度と

して検討する。 

そこで本稿は、PTA運営が現行法体系を一貫して満たすためには、本人による明示的な加入意思表示だ

けでなく、PTAが自ら会員情報を取得し、自ら会費債権を管理し、自らの口座又は決済手段で徴収するこ

とまで必要である、という統一的な命題を提示する。これは学校とPTAの協力を否定する理論ではない。

協力関係を残しながら、契約、情報、債権、労務及び会計の責任主体を一致させるための理論である。 
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本稿の目的と射程 

本稿は、公立学校とPTAとの関係を「任意加入の周知」だけで捉えるのではなく、加入契約、会員情

報、会費債権、徴収、教職員の服務、学校会計及び学校情報システムを一つの連続した処理として捉え

直す論考である。結論は、学校とPTAの活動上の協力を否定するものではない。否定するのは、学校が

PTAの内部事務を形成し、実行し、維持することを、慣例、公益性、委任又は校務分掌だけで正当化する

制度である。 

本稿でいう「完全分離」は、学校とPTAが一切接触しないことを意味しない。教育活動、安全確保、施

設利用、地域連携等について、法令と手続に基づく協力は可能である。他方、誰を会員とするか、誰に会

費債権が発生するか、どの個人情報を用いて請求するか、誰が未納を管理するかという事項は、PTAとい

う学校とは別の私的団体が自己の責任で処理しなければならない。本稿における完全分離とは、協力の

否定ではなく、内部事務の主体と責任を混同しないことをいう。 

作業上の留保 

本稿は「全国一律の違法性が最高裁判決で確定した」とは述べない。通常の公立学校PTAについて、

特別な法律上の授権が確認できない限り、学校介在型の内部事務は、複数の法律を同時に満たす説

明が成立しない、という制度法理を論証する。判例、行政実例及び通知は、原典確認が済んだものだ

けを確定引用し、未確認事項は留保する。 
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要旨 

PTAは学校とは別の組織であり、その加入関係は学校への在籍から当然に発生しない。加入契約は

保護者とPTAとの間で成立し、会費債権はその会員関係を前提として発生する。したがって、学校が在籍

者情報を用いて会員を作り、学校徴収金の仕組みに会費を組み込み、教職員が引落しや未納管理を行う

制度は、一つの行政事務ではなく、私的契約、個人情報処理、公務員の職務及び私金会計を混在させた

複合制度である。 

民法及び消費者契約法は、沈黙や退会届の不提出から全保護者の加入を一律に導くことを許さな

い。個人情報保護法は、学校が保有する情報について、法令の定める所掌事務又は業務の範囲内で利

用目的を特定することを求め、目的外の利用・提供を原則禁止する。個人情報保護委員会は、PTAが学

校とは別組織であること、本人同意及び特別の理由による目的外利用・提供が臨時的な規定であること、

PTA自身が個人情報取扱事業者となり得ることを明示した。 

地方公務員法上、教職員が従事できるのは、地方公共団体がなすべき責任を有する職務である。委

任、校務分掌又は校長の指示は、地方公共団体に存在しない実体的権限を創設するものではない。公務

と説明すれば法令上の所掌と権限が問われ、PTAの私的事務と説明すれば勤務時間中の従事と公的資

源利用の根拠が問われる。職務専念義務免除は、勤務時間上の問題を処理し得ても、加入契約、個人情

報、徴収権限及び会計の瑕疵を治癒しない。 

滋賀県監査結果は、PTA会費が私費であり、本来的徴収権者がPTAであることを認めながら、PTAの

公益性、授業料等との一体処理、委任及び校務分掌を「特段の事情」として、地方公務員法第35条との関

係で限定的に学校徴収を許容した。この判断は本稿に対する最強の反証である。しかし、監査は加入意

思確認を非財務会計行為として対象外とし、民法、消費者契約法及び個人情報保護法上の会員情報・口

座情報処理を判断していない。行政が私費を公的システムに一体化した事実を、その一体化の正当化根

拠とする循環も残る。 

以上から、通常の公立学校PTAについて整合的に成立するのは、PTAが明確な情報提供の下で本

人の加入申込みを受け、PTA自身が会員情報を取得・管理し、PTA自身の口座又は決済手段で会費を徴

収する方式である。学校とPTAの協力は残しつつ、内部事務を完全に分離することが、保護者の権利保

護だけでなく、学校、教職員、教育委員会及びPTA役員を法的責任の混同から守る。 
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第1章　問題設定 - 任意加入だけでは解決しない 

1.1　対象となる制度 

本稿が対象とするのは、単に入会申込書を設けていないPTAだけではない。対象は、学校への在籍

を起点として保護者を会員候補又は会員として処理し、学校が保有する氏名、学年、学級、保護者情報、

口座情報等と結び付け、学校徴収金の仕組み又は教職員の労務によってPTA会費を徴収する制度であ

る。加入が形式上オプトインになっていても、その後の会員データ、会費債権、引落し、未納管理を学校が

担うなら、公私混合の問題は残る。 

従来の議論は、「PTAは任意加入だから入会届を取ればよい」という入口論と、「保護者の利便性の

ため学校が徴収してもよい」という収納論を別々に扱ってきた。しかし、加入申込みを受けること、会員資

格を確定すること、会費債権を管理すること、徴収対象者を特定すること及び未納を管理することは、同じ

団体内部事務の連続である。入口だけを私的団体に戻し、後半を学校に残すことは、法的主体と責任を

途中で入れ替える制度になる。 

典型的な処理を時系列で追うと、入学者名簿の作成、PTA案内の学校配布、未回答者の会員扱い、学校

又はPTAによる会費額の決定、学校徴収システムへの登録、口座振替、収納結果の確認、未納連絡、

PTAへの送金という順序になる。この各段階で、学校情報を誰がどの目的で使うのか、誰が債権者として

判断するのか、教職員がどの立場で作業するのかが変化しているにもかかわらず、実務上は「学校徴収

金」という一語でまとめられやすい。 

しかし、事務上まとめて処理できることと、法的に同一の事務として処理できることは同義ではない。教材

費は学校教育活動に必要な費用として学校設置者の責任と結び付くが、PTA会費は任意団体との加入契

約から生じる私的債権である。同じ口座から引き落とすだけで、この法的性質の差が消えることはない。 

したがって、本稿の問いは「学校徴収が便利か」「PTAに公益性があるか」ではない。加入契約から会計処

理までの各段階について、同じ制度が民法、消費者契約法、個人情報保護法、地方公務員法、教育法制

及び財務法規を同時に満たせるか、である。 

1.2　中心命題 

PTAへの加入勧誘、加入意思の確認、会員資格の決定、会員情報の取得・管理、会費債権の

発生・管理、請求、徴収、未納管理、役員選出及び会計は、学校とは別組織であるPTAの内部

事務である。通常の公立学校PTAにおいて、具体的な法律上の特別な授権が確認できない限

り、これらはPTAが自己の責任、自己の情報及び自己の徴収手段によって行わなければなら

ない。 
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この命題は、PTAの価値や公益性を否定するものではない。公益性は、学校との協働、施設利用、助

言、一定の支援を検討する理由にはなり得る。しかし、公益性は、本人の加入意思、私的債権の成立、学

校保有個人情報の利用目的、公務員の職務権限及び私金の取扱権限を一括して発生させる包括的な授

権ではない。 

1.3　「完全分離」の意味 

完全分離とは、学校とPTAの関係を切断することではなく、組織内部の意思決定と事務処理を分離す

ることである。学校は、教育活動の内容、安全管理、学校行事、施設利用等についてPTAと協議できる。

PTAは、学校や地域に対して意見を述べ、協力を提案できる。しかし、学校がPTAの会員を作り、会費を取

り、役員を選び、名簿を管理することは、協働ではなく内部運営の代行である。 

[S7] 個人情報保護委員会は「PTAは学校とは別組織」と明記し、学校側とPTA側の規律を分けて説明している。 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/202603_school_pta_pd_point.pdf 
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第2章　六つの完全分離 

学校とPTAの公私分離は、会計だけを別口座にすることでは足りない。制度を構成する六つの層を分

けなければ、学校情報とPTA会員情報、学校職務とPTA事務、学校納入金とPTA会費が再び結合する。 

分離の層 PTAが担う事項 学校が担ってはならない事項 主な法的根拠 

1 加入契約 説明、勧誘、申込み受領、承

諾、退会 
在籍を加入と扱う、沈黙を同

意と扱う、担任が回答を回収

して加入を確定する 

民法521・522、消費者契約法
3・4・10 

2 会員データ 会員本人から取得し、利用目

的を示して管理 
学校在籍者名簿から会員名

簿を生成、会員・非会員を校

務データに登録 

個人情報保護法17-27、61・
62・69 

3 会費債権 会則と加入契約に基づき債権

を確定 
学校が徴収対象者・金額を決

定、加入未確認者に債務を割

り当てる 

民法、消費者契約法 

4 徴収手段 PTA名義口座、決済サービ
ス、請求書、督促 

学校徴収金システム、学校口

座、担任配布、学校による未

納連絡 

個人情報保護法、地方自治

法、財務規程 

5 人員・勤務時間 PTA役員、雇用・委託した事務
員、会員の適法な活動 

教職員が公務として会員管

理・徴収・督促を行う 
地方公務員法32・35・38 

6 システム・会計・施設 PTA独自の帳簿、端末、保
存、監査 

校務支援システムとの恒常結

合、学校会計と混在、無限定

の資源使用 

文科省24文科初187号、学校
教育法137、地方自治法 

六つの分離は相互依存している。例えば、学校徴収を残すには、PTAが取得した会員情報を学校へ

渡し、学校の児童生徒・保護者情報と照合し、学校又は委託先銀行に徴収対象者を登録する必要があ

る。加入をオプトイン化しても、データ結合、教職員の職務、私金処理という残りの問題が消えるわけでは

ない。 

第一の分離である加入契約だけを整えても、第二の会員データを学校が保持し、第四の徴収手段を学校

が提供すれば、学校はPTA会員であるという属性を継続的に管理する。反対に、会費だけをPTAが直接

徴収しても、学校在籍者を自動的に会員と扱い、学校が加入回答を回収すれば、契約と個人情報の問題

は残る。六つの分離は選択式の改善項目ではなく、一つの制度を成立させる相互連結条件である。 

このため、本稿がいう「明示的加入意思表示」と「PTA自己徴収」は、二つの独立した推奨策ではない。前

者は会員関係と会費債権を成立させる入口であり、後者は会員情報、債権、決済、未納及び会計の責任

を同じ団体に帰属させる出口である。入口と出口の主体が一致して初めて、中間にある個人情報処理と

労務の主体も整理できる。 
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第3章　加入契約と消費者契約法 

3.1　学校在籍とPTA加入は異なる法律関係である 

公立学校への在籍は、学校教育法制に基づく公法上の関係である。PTAへの加入は、学校とは別の

団体との私法上の関係である。学校に入学したこと、保護者であること、入学説明会に出席したこと及び

PTA文書を受け取ったことから、当然にPTAへの加入申込みが導かれるわけではない。PTA会則が「在校

生の保護者を会員とする」と定めても、その内部規範だけで、未加入の外部者に会員資格と金銭債務を一

方的に発生させることはできない。 

民法第521条は契約締結の自由を、第522条は申込みと承諾による契約成立を基本とする。民法は

書面を絶対要件としていないため、個別事案では黙示の意思表示が認定される余地がある。しかし、その

ことと、全保護者について沈黙を一律に加入意思へ変換する制度とは別である。個別の具体的行動から

意思を認定することと、制度が不作為に法律効果を割り当てることを混同してはならない。 

[S2] 民法第521条・第522条。契約自由及び申込みと承諾による契約成立。 https://laws.e-gov.go.jp/law/129AC0000000089 

3.2　会費債権は会員関係の後に発生する 

PTA会費は、学校への在籍に伴う法定負担ではない。会員関係が成立し、会則又は総会決議が契約

関係に組み込まれて初めて、会員に対する会費債権が発生する。したがって、法的な順序は、加入意思

の確認、会員資格の成立、会費額の確定、請求・徴収である。学校徴収システムへ先に全員分の金額を

登録し、退会者又は非加入者だけを後で除外・返金する方式は、債権の成立順序を逆転させる。 

PTA会長から校長への委任があっても、この欠缺は埋まらない。委任は、委任者が行い得る事務を受

任者に処理させる関係であり、PTAが有していない会費債権を第三者に対して創設する制度ではない。学

校又は校長が保護者の代理人として加入したと説明するなら、保護者からの代理権授与が必要となる。 

3.3　消費者契約法上の事業者性 

消費者庁の逐条解説は、法人その他の団体が契約当事者となる場合には事業者として契約するもの

と整理し、「事業」について営利性を必要とせず、一定の目的の下で反復継続して行われる行為を含むと

説明する。PTAが毎年度、会員を受け入れ、会費を設定し、反復して徴収する場合、法人格がないこと又

は非営利であることだけを理由に、消費者契約法の適用を当然に排除することはできない。 

[S4] 消費者庁「消費者契約法逐条解説」第2条関係。法人その他の団体及び事業者性の説明。 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/consumer_contract_act/annotations/assets/consumer_s

ystem_cms203_230915_04.pdf 
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3.4　不作為を加入意思に変換する第10条問題 

消費者契約法第10条は、消費者の不作為を、新たな消費者契約の申込み又は承諾の意思表示とみ

なす条項を明示的に挙げる。その条項が任意規定による場合より義務を加重し、信義則に反して消費者

の利益を一方的に害するときは無効となる。したがって、「期限までに退会届を出さなければ加入」「非加

入の回答がなければ会員」「引落停止を申し出なければ会費に同意」という制度は、単なる事務上の便宜

ではなく、加入契約と金銭債務を不作為から作る条項として検討されなければならない。 

[S5] 消費者契約法第10条及び消費者庁逐条解説。不作為による申込み・承諾の擬制。 

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/consumer_contract_act/annotations/assets/consumer_s

ystem_cms203_230915_17.pdf 

3.5　学校の公的信用を通じた誤認 

PTA入会案内を学校の入学書類、学校納入金通知、校務連絡アプリ等と一体で提示すれば、保護者

はPTA会費を学校に必要な義務的費用と理解しやすい。任意加入、学校とは別組織、非加入を選べるこ

と、会費の使途、退会方法、非加入による子どもの不利益がないことを明確に示さないまま意思表示を得

た場合、消費者契約法第3条の情報提供、第4条の不実告知・不利益事実の不告知等との関係が問題と

なる。加入申込み自体がない事案では、取消し以前に契約不成立が先行する。 

ここから導かれる制度的結論は、書面という形式を形式主義的に要求することではない。公立学校と

いう公的環境で、任意団体への加入と会費負担を学校手続から区別し、本人が積極的に選択したことを

後から検証できるようにするため、明示的オプトインが必要であるということである。 

契約法上重要なのは、保護者が「学校への提出義務」と誤認しない環境で、PTAという相手方、活動内

容、会費負担及び退会条件を理解し、加入を積極的に選択したことを検証できることである。したがって、

加入票の名称だけを変えたり、「任意です」と小さく記載したりするだけでは足りない。学校書類との外観上

の区別、提出先の区別、未回答者を会員としない処理及び非加入による不利益がないことの明示が必要

になる。 
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第4章　個人情報保護法 - 第二のオプトイン 

4.1　加入のオプトインと情報利用のオプトインは別である 

自動加入型PTAは、保護者の一つの沈黙から、加入、会則、会費及び個人情報利用という複数の法

律効果を作り出す。しかし、PTA加入への意思表示と、学校保有個人情報をPTA会員管理・会費徴収に用

いることへの同意は別の問題である。加入申込書を提出したとしても、それだけで学校が教育目的で保有

する情報を、PTA内部事務のため恒常的に処理する権限が発生するわけではない。 

4.2　公立学校は法第61条の入口を越えなければならない 

個人情報保護法第61条は、行政機関等が法令の定める所掌事務又は業務を遂行するため必要な場

合に限り、利用目的をできる限り特定して個人情報を保有できるという構造を採る。個人情報保護委員会

の令和8年3月資料も、公立学校が学校業務の根拠法令を確認し、所掌事務又は業務の範囲内で具体

的・個別的に利用目的を特定するよう求める。 

したがって、PTA会員の特定、会費額の登録、口座振替、未納者への連絡を恒常的に行う場合、最初

に問われるのは保護者の同意ではない。それらが、どの法令の定める学校又は教育委員会の所掌事務

に含まれ、なぜ必要なのかである。包括的な教育行政権、校長の校務掌理権、PTAの公益性又は委任契

約だけで、この入口を置き換えることはできない。 

[S6] 個人情報保護法第61条・第62条・第69条。 https://laws.e-gov.go.jp/law/415AC0000000057 

[S7] PPC「公立学校とPTAの間で個人情報のやりとりをするためのポイント」5-8頁、11-14頁。 

https://www.ppc.go.jp/files/pdf/202603_school_pta_pd_point.pdf 

4.3　PTAは学校とは別組織である 

PPC資料は「PTAは学校とは別組織」と明記する。ここから、学校内部の情報利用とPTAへの提供を

同一組織内の共有として扱うことはできない。学校がPTAへ情報を渡さず、教職員が学校内でPTA名簿や

会費データを作る場合であっても、処理目的がPTA内部事務であるなら、単に物理的な提供を回避しただ

けで、利用目的と職務主体の問題は残る。 

さらに、PTAが名簿や管理ソフト等の個人情報データベースを事業に利用すれば、非営利組織でも個

人情報取扱事業者となり得る。PPC資料は、学校から名簿を受け取ってPTA活動で利用すること、PTA自

身が会員氏名・連絡先をまとめて管理することを具体例として掲げる。これは、PTA自身が会員から情報

を取得・管理することが法制度上予定されていることを示す。 
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4.4　本人同意は沈黙ではない 

法第69条第2項第1号の本人同意は、示された取扱方法について承諾する本人の意思表示である。

公立学校が「PTAへの情報提供を希望しない場合だけ申し出てください」と通知し、回答がない家庭を同意

者と扱うことは、本人の意思表示を確認する方式ではない。民間部門のオプトアウト提供制度も本人同意

そのものではなく、法定要件と届出に基づく別制度であり、公立学校の公的部門規律へそのまま移植でき

ない。 

4.5　明示的同意があっても恒常運用は救済されない 

PPC資料は、本人同意及び「特別の理由」による目的外利用・提供について、いずれも臨時的な利

用・提供の規定であると明記する。毎年度、全会員について学校情報とPTA加入情報を照合し、会費額を

登録し、口座振替結果と未納を管理する制度は、臨時的ではなく反復継続する恒常運用である。したがっ

て、明示的な同意書を毎年取れば当然に適法になるのではなく、第61条の所掌事務と必要性へ戻る。 

学校徴収を残す場合、PTAが取得した加入情報を学校へ提供し、学校は児童生徒又は保護者の識別情

報と照合し、会費額及び口座情報を結合し、銀行又は決済事業者へ送信する。この処理は、単に「本人が

PTAへ加入した」という事実の確認ではない。学校が、PTA会員属性と私的債権額を教育行政上のデータ

と結合し、反復継続して処理する制度である。 

そのため、学校徴収を適法と主張する側は、本人同意書の有無だけでなく、学校が会員属性を保有する

法第61条上の所掌事務、各項目の必要性、利用目的の明示、PTA及び銀行への提供根拠、保存期間、

退会時の削除、誤徴収時の訂正及び責任分担まで説明しなければならない。PTA自己徴収は、この複雑

な越境処理自体を不要にする。 

二重のオプトイン 

第一のオプトインは、保護者がPTAとの加入契約を選択することである。第二のオプトインは、PTAが会

員本人から会員情報、連絡先、決済情報等を取得し、その利用目的を示すことである。学校保有情報

の目的外利用への同意を第二のオプトインと呼ぶのではない。恒常的なPTA事務は学校から切り離

し、PTAが自ら情報を取得することが基本である。 
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4.6　利用停止請求へ接続する構造 

学校が保有する個人情報をPTA会員登録、会費徴収又は未納管理に用いている場合、本人は、まず

個人情報ファイル簿、利用目的、提供記録、委託関係、操作記録等を開示請求によって確認し、その後、

法令違反の利用又は提供であるとして利用停止請求を検討できる。利用停止の判断では、単に本人同意

の有無だけでなく、法第61条の保有・利用目的の前提、法第69条の利用・提供制限及び恒常運用の性質

が検討対象になる。 
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第5章　地方公務員法 - 違法連鎖の実行段階 

5.1　不作為の擬制は教職員の作業によって制度になる 

保護者の沈黙を加入意思とみなしただけでは、会費は徴収されない。誰かが在籍者名簿を開き、退

会届の有無を確認し、徴収対象者を抽出し、会費額を登録し、口座振替データを作成し、収納結果を確認

し、未納者へ連絡する必要がある。公立学校では、この実行行為を校長、事務職員、教員等の地方公務

員が担う。したがって、地方公務員法は周辺論点ではなく、契約と個人情報の擬制を現実の徴収へ変換

する最終段階である。 

5.2　第35条が対象とする職務 

地方公務員法第35条は、職員が勤務時間及び職務上の注意力のすべてを職責遂行のために用い、

地方公共団体がなすべき責任を有する職務にのみ従事することを求める。したがって、「校長が命じた」

「校務分掌に書いた」という事実の前に、PTA会員管理及び会費徴収が地方公共団体の責任に属する職

務かを確認しなければならない。 

[S8] 地方公務員法第32条・第35条・第38条。 https://laws.e-gov.go.jp/law/325AC0000000261 

5.3　職務命令と校務分掌の限界 

第32条が職員に服従を求めるのは「職務上の命令」である。校務分掌は、学校が適法に行う校務を

職員間で分担する制度であって、学校に存在しない対外的権限を創設する授権規定ではない。校長の校

務掌理権も、保護者とPTAとの契約を成立させ、PTA会費債権を創設し、学校保有情報を外部団体事務

へ転用する権限まで当然に含むものではない。 

5.4　公務・私事の二者択一 

学校側がPTA徴収事務を公務と説明する場合、地方公共団体がその事務を行う法令上の権限と責

任、個人情報の利用目的、私金処理の根拠を示す必要がある。PTAの私的事務と説明する場合、なぜ公

務員が勤務時間中に学校情報、学校端末、学校口座、学校徴収システムを用いて従事できるのかが問題

になる。 

公務であると説明すれば、学校の所掌事務と権限が問われる。私的事務であると説明すれ

ば、勤務時間中の従事と公的資源利用の根拠が問われる。 

学校がPTAの代理人として徴収しているという説明も、この二者択一を解消しない。代理又は委任は、

PTAと学校との私法上の事務処理関係を説明し得るにすぎず、地方公共団体がその事務を受任できる公
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法上の権限、教職員に命じる職務上の根拠及び学校保有個人情報を用いる根拠を別に必要とする。私法

上の委任契約だけで公務員法制と個人情報法制を横断することはできない。 

5.5　職務専念義務免除で治癒できる範囲 

職務専念義務免除は、本来の職務に専念する義務を一定時間免除する服務上の措置である。それ

によって保護者とPTAとの加入契約が成立し、会費債権が生じ、学校が個人情報を利用でき、学校口座で

私金を取り扱えるようになるわけではない。むしろ職専免を用いるなら、その活動が学校の公務ではなく

PTA側の活動であることが明確になり、学校情報・システムの利用を別に検討する必要がある。 

5.6　兼職兼業と報酬 

教職員がPTA役員、会計担当又は事務局担当として継続的に事務へ従事し、活動手当、謝礼、報酬

等を受ける場合、地方公務員法第38条又は教育公務員特例法上の許可が問題となる。文部科学省の平

成24年通知は、PTA等の学校関係団体の事業に教職員が報酬を得て従事する場合、所要の手続と社会

通念上の妥当性を確認するよう求める。同通知はまた、学校会計を学校関係団体の会計と明確に区分す

るよう求めている。 

[S13] 文部科学省「学校関係団体が実施する事業に係る兼職兼業等の取扱い及び学校における会計処理の適正化についての留意

事項等について」（平成24年5月9日、24文科初第187号）。 

https://www.mext.go.jp/content/20221011-mxt_syoto01_02.pdf 
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第6章　社会教育法・学校教育法 - 連携と内部運営の境界 

6.1　社会教育関係団体であることの意味 

社会教育法第10条は、法人であるか否かを問わず、公の支配に属しない団体で社会教育に関する

事業を主目的とするものを社会教育関係団体として定義する。PTAがこの類型に属するなら、その団体運

営は学校組織の内部事務ではない。第12条は、国及び地方公共団体が社会教育関係団体へ不当に統

制的支配を及ぼし、又は事業に干渉することを禁じる。 

[S9] 社会教育法第10条・第12条。 https://laws.e-gov.go.jp/law/324AC0000000207 

この規定は、行政が法令違反や公的資源の不適正利用を放置すべきことを意味しない。同時に、行

政が会員資格、会費徴収、役員選出等の団体内部事務を恒常的に担う根拠にもならない。行政がPTAの

自主性を理由に是正を拒みながら、実際には学校が会員名簿と会費を管理しているなら、「不介入」と「実

務支配」が同時に存在する矛盾になる。 

6.2　学校教育法第137条は施設利用の規定である 

学校教育法第137条は、学校教育上支障のない限り、学校施設を社会教育その他公共のために利

用させることができるとする。これは、会議場所、印刷室その他の施設利用を一定条件で許可する基礎と

なり得る。しかし、施設利用の許可から、学校がPTA会員を登録し、学校連絡システムで加入回答を集

め、学校口座で会費を徴収し、教職員が未納管理を行う権限は導かれない。 

[S10] 学校教育法第137条。 https://laws.e-gov.go.jp/law/322AC0000000026 

6.3　協力と代行の境界 

学校とPTAの協力が認められ得る場面には、学校行事の安全補助、地域見守り、保護者向け学習

会、学校運営に関する意見交換等がある。これらは、目的、主体、責任、参加者情報、施設利用手続を明

確にした上で実施できる。他方、加入勧誘、会員資格決定、会費請求、未納督促、役員候補者抽出及び

PTA会計は、PTAの団体運営そのものである。活動の教育的価値が高くても、団体内部事務の主体が学

校へ移るわけではない。 
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6.4　平成24年通知 - 学校関係団体との境界を四つに分ける 

平成24年5月9日付け24文科初第187号通知は、PTA等の学校関係団体が行う事業と学校本来の教

育活動との境界を、少なくとも四つの場面で明確にした。第一に、学校関係団体の事業へ教職員が報酬を

得て従事する場合には、本来の教育活動との区別と兼職兼業手続が必要である。第二に、学校施設の利

用には、学校教育に支障のない範囲で適切な使用許可を要する。第三に、学校の管理運営経費を安易に

保護者へ転嫁してはならない。第四に、学校会計と学校関係団体の会計を明確に区分しなければならな

い。 

この通知は、学校とPTAの協力を全面的に否定するものではない。むしろ、協力を行う場合に、事業主

体、勤務時間、報酬、施設、費用及び会計の帰属を混同しないよう求める資料である。会計口座だけを分

けながら、加入情報、会費額、未納情報、教職員労務及び学校システムを一体化する運用は、この区分

原則を実質的に空洞化させる。 

[S13] 文部科学省「学校関係団体が実施する事業に係る兼職兼業等の取扱い及び学校における会計処理の適正化についての留意
事項等について」（平成24年5月9日、24文科初第187号）1-4頁。 
https://www.mext.go.jp/content/20221011-mxt_syoto01_02.pdf 

6.5　令和2年標準職務通知 - 校務分掌と実体的権限を混同しない 

令和2年7月17日付け2初初企第15号通知は、事務職員の標準的な職務を整理し、標準職務例に明記さ

れていない職務であっても、学校規模や地域の実情等に応じ、校長が必要と認める場合には校務分掌へ

位置付け得るとした。この一文だけを切り出すと、校長がPTA会費徴収を自由に校務化できるようにも見

える。 

しかし、校務分掌は、学校が適法に処理できる事務を職員間で配分する制度である。通知は、地方公共

団体や学校が法令上有しない権限を校長に創設したものではない。さらに同じ通知は、学校徴収金の徴

収・管理を「学校以外が担うべき業務」とし、地方公共団体が担うことが望ましいと明記する。学校が担わ

ざるを得ない場合に事務職員の業務とするとの記述は、例外的な業務配分を示すものであり、何を学校

徴収金に含められるかという実体的な授権を示すものではない。 

したがって、PTA会費については、先に、加入契約、会費債権、地方公共団体の受任権限、学校の所掌事

務、個人情報利用及び私金処理の根拠を確認しなければならない。それらが確認できないまま「校務分掌

に載せた」ことだけを理由に公務とするのは、権限の有無を事務配分で置き換える論理である。 

[S14] 文部科学省「事務職員の標準的な職務の明確化に係る学校管理規則参考例等の送付について」（令和2年7月17日、2初初企
第15号）3-4頁。 https://www.mext.go.jp/content/20200717-mxt_syoto01-000001234_4.pdf 
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6.6　令和7年学校徴収金通知 - 公会計化できる費用の根拠は学校教育活動

にある 

令和7年4月30日付け7初財務第3号通知は、教材費や修学旅行費等の徴収・管理を「基本的に学校以外

が担うべき業務」と位置付け、学校設置者が責任を負う学校教育活動に必要な費用について、公会計化し

て地方公共団体の業務とするか、学校を経由しない保護者と業者等との直接支払いへ移すよう求めた。 

ここで公会計化の根拠とされたのは、学校設置者が当該学校教育活動に責任を負うことである。これに対

し、PTA会費は、学校教育活動そのものの対価ではなく、学校とは別の任意団体との加入契約に基づく私

的会費である。学校設置者が教材の購入や修学旅行の実施に責任を負うことから、PTA会員資格の決

定、会費債権の管理及び未納督促まで地方公共団体の業務になるとは導けない。 

同通知の脚注は、学校徴収金を「概ね」教材費等、入学時一括購入品費、調査関係経費、卒業諸費、修

学旅行費、校外活動費、芸術鑑賞費及びスポーツ振興センター掛金等として整理し、PTA会費を例示して

いない。「概ね」である以上、この列挙だけをPTA会費の明文禁止と読むことはできない。しかし、少なくと

も同通知を、PTA会費を学校徴収金へ積極的に含める根拠として引用することもできない。 

ここで重要なのは、列挙にPTA会費がないという形式面だけではない。列挙された費用は、学校教育活動

の実施、学校での物品購入又は法定制度への加入と結び付く。これに対してPTA会費は、保護者が任意

団体の会員になることから発生する。費用の発生原因が異なる以上、PTA会費を加えるには、単なる「そ

の他経費」への分類ではなく、学校設置者が私的団体の会員資格と債権を管理できる独立した根拠が必

要である。 

[S15] 文部科学省「学校徴収金の公会計化等の取組の一層の推進について」（令和7年4月30日、7初財務第3号）1-3頁。 
https://www.mext.go.jp/content/20250616-mxt_zaimu-100002245_2.pdf 

6.7　三つの通知を連続して読む 

平成24年通知は学校と学校関係団体の事業・勤務・施設・会計を区分し、令和2年通知は学校徴収金を

原則として学校外へ移す方向を示し、令和7年通知は学校教育活動に必要な費用を公会計化又は直接支

払いへ移す根拠と方法を具体化した。これらを連続して読むと、PTAの私的会費を従来どおり学校内部で

扱うことを積極的に認める政策線は見いだしにくい。少なくとも、校務分掌や内部ガイドラインだけで学校

関与を正当化することはできず、各法領域の独立した根拠が必要である。 
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第7章　徴収・会計・公的資源 

7.1　「学校徴収金」という名称は権限を創設しない 

自治体の要綱又はガイドラインがPTA会費を「団体徴収金」又は「学校徴収金」に分類しても、分類名

称だけで、保護者とPTAとの会員契約、学校の個人情報利用権限、教職員の職務権限及び私金保管権

限が発生するわけではない。内部規程は、上位法令に基づく既存事務の手順を定めることはできるが、私

人間債権を地方公共団体の事務へ転換する実体的授権としては、根拠と範囲が別途必要である。 

7.2　PTA会費と学校教育費を混同しない 

PTA会費が学校設備、教材、行事、教職員旅費等に支出される場合、その支出目的が学校設置者の

負担すべき経費ではないかを先に確認する必要がある。文部科学省の平成24年通知は、学校の管理運

営に係る経費は設置者が負担すべきであり、学校関係団体から学校への寄附は、自発性と適正な受納手

続を要するとする。会費が公益的に使われることは、会費徴収を公務化する根拠ではなく、公費・私費負

担と寄附受納を厳格にする理由である。 

7.3　学校教育費の公会計化とPTA会費の学校徴収は別問題である 

学校教育活動に必要な教材費等を公会計化する場合、地方公共団体は歳入歳出予算に組み入れ、徴

収、支出、監査及び滞納対応の責任主体となる。これは、学校設置者が当該教育活動に責任を負うことを

基礎とする制度である。 

これに対し、PTA会費について滋賀県監査結果自身が認定した本来的徴収権者はPTAであり、会費は県

の歳入歳出予算に計上されない私費である。地方公共団体の内部規程で「団体徴収金」と分類し、学校

徴収システムに搭載しても、会費の法的性質、債権者及び加入契約の主体は変わらない。 

したがって、学校教育費の公会計化を推進する文部科学省通知は、PTA会費の学校代理徴収を当然に

支える資料ではない。むしろ、学校設置者が責任を負う費用は公会計へ、業者等への支払いは学校外

へ、学校とは別団体の会費は団体自身へというように、費用の法的性質と責任主体を一致させる方向で

理解すべきである。 

同じ口座から引き落とせることと、同じ法的根拠で徴収できることは同義ではない。徴収システム上の一体

化は、債権者・契約・所掌事務・個人情報の一体化を意味しない。 

実際の学校徴収では、口座振替依頼書が学校納入金と共通であること、銀行との契約が一括であること、

収納データが同じ基本台帳へ返ることが、制度の効率性として評価される。しかし、その効率性は、学校

がPTA会員属性、会費額及び未納状況を処理する必要性を自動的に生じさせない。技術的に一括処理で

きることは、法的主体を一つにできることを意味しない。 
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完全分離方式では、学校納入金は学校設置者又は業者がその法的性質に応じて徴収し、PTA会費は

PTAが会員との契約に基づいて徴収する。保護者の支払先が二つになることはあり得るが、債権者、問い

合わせ先、返金、未納対応及び事故責任が明確になる。利便性は、PTAが口座振替、オンライン決済又

はコンビニ収納を導入することで確保できる。 

7.4　地方自治法第235条の4との関係 

PTA会費が地方公共団体又は学校の管理下の口座で保管される場合、地方自治法第235条の4第2

項が定める、地方公共団体の所有に属しない現金等の保管制限との関係を確認する必要がある。PTA名

義口座を教職員が管理する場合には、地方公共団体が私金を保管しているのか、教職員がPTAの立場

で管理しているのか、口座の支配権と事故時の責任主体を明確にしなければならない。 

[S11] 地方自治法第232条の2、第235条の4、第242条等。 https://laws.e-gov.go.jp/law/322AC0000000067 

7.5　公的資源投入と公益上の必要性 

教職員の給与、学校端末、印刷機、通信、校務支援システム、銀行契約費用等をPTA内部事務へ投

入する場合、それが地方公共団体の事務として適法なのか、又は特定団体への支援・補助として公益上

の必要性と手続を備えるのかを検討する必要がある。PTAの一般的公益性だけで、全ての学校資源を無

限定に利用できるわけではない。 

7.6　地方財政法第4条の5は補助線である 

地方財政法第4条の5は、地方公共団体が住民に寄附金等を割り当てて強制的に徴収することを禁じ

る。PTA会費は、適法な加入契約に基づく限り、直ちに寄附金ではない。しかし、学校が加入意思を確認

せず全家庭へ一定額を割り当て、学校教育費と一体で徴収し、その資金を本来公費で負担すべき学校運

営に充てる場合には、同条及び税外負担解消の趣旨との関係が問題となる。したがって、本稿はPTA会

費を機械的に寄附金と断定せず、徴収方法と使途を具体的に分析する。 

[S12] 地方財政法第4条の5、第27条の3、第27条の4等。 https://laws.e-gov.go.jp/law/323AC0000000109 
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第8章　最強の反証 - 滋賀県監査結果 

8.1　なぜ滋賀県を正面から扱うのか 

令和8年6月2日に公表された滋賀県監査委員の監査結果は、県、高P連及び滋賀銀行の三者契約

により、授業料等と学校徴収金を一体的に徴収する制度について、地方公務員法第35条違反等を否定し

た。学校徴収を単に慣例で正当化した資料ではなく、PTAの公益性、私費と公費の一体処理、委任、校務

分掌及び指揮監督を組み合わせて「特段の事情」を認定した点で、本稿の完全分離命題に対する最も強

い反証である。 

[S19] 滋賀県監査委員「住民監査請求に係る監査結果」（令和8年6月2日公報）。 

https://www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/5614558.pdf 

8.2　監査結果が認定した制度 

三者契約の委託料総額は8,223,810円で、県が4,714,287円、高P連が3,509,523円を負担する。基

本台帳には、生徒氏名、学年、組、出席番号、保護者の金融機関・口座情報、授業料及び諸経費額等が

記録される。学校職員は、生徒コードの追記、登録口座確認、収納通知書の提出、収納状況確認、未納

者への連絡、転入・転出等の異動情報処理を行う。 

監査結果は、PTAが県とは異なる私的団体であり、会費が県の歳入歳出予算に計上されない私費で

あるため、本来的徴収権者がPTAであることを明言した。その上で、PTA会費徴収事務が本来的には私

的団体の事務であることも認めた。 

滋賀県監査結果は、出発点では「私的団体」「私費」「本来的徴収権者はPTA」と認定してい

る。争点は、その私的事務を例外的に公務と同一視できるかである。 

8.3　滋賀県の判断枠組み 

監査委員は、私的団体から事務委任を受ければ無制限に公務化できるわけではないとした上で、地

方公共団体の事務と同一視し得る特段の事情があり、職員に対する指揮監督が及ぶ場合には、第35条

に反しないとした。特段の事情として、PTA活動と会費の公益性・公共性、授業料等との一体処理を挙げ、

指揮監督については、委任状、学校徴収金ガイドライン、校務分掌及び校長の監督権を挙げた。 

8.4　滋賀県判断が実際に判断した範囲 

滋賀県監査が主として判断したのは、三者契約等の財務会計行為が地方自治法第2条第14項に反する

か、また、学校職員の徴収事務従事が地方公務員法第35条に反するかである。これに対し、PTAへの加
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入意思確認は非財務会計行為として監査対象から除外された。監査結果を先例として用いる場合は、こ

の対象範囲を越えて、加入契約や個人情報処理まで適法と認定したかのように拡張してはならない。 

判断した事項 判断していない又は対象外とした事項 

PTA会費徴収事務への学校職員の従事が、特段の事情の下で
地方公務員法35条に反するか 

保護者とPTAとの加入契約が成立したか 

三者契約が地方自治法2条14項の経済性・合理性に反するか 自動加入・オプトアウトが民法、消費者契約法上適法か 

委任、校務分掌、校長の指揮監督が存在するか 学校基本台帳とPTA会員情報の結合が個人情報保護法61・69
条に適合するか 

公費と私費を一体処理する政策判断に合理性があるか 会員・非会員情報、口座情報、未納情報の利用目的・提供・保

存 

監査対象となる財務会計行為 加入意思確認（非財務会計行為として対象外） 

監査結果は、私的団体の事務を無条件に公務化できるとはしていない。PTAの公益性、授業料等との一

体処理、委任、校務分掌及び校長の指揮監督を積み上げて、当該制度に限った「特段の事情」を認定し

た。そのため、この判断は、他自治体の学校徴収に当然に移植できる一般的授権ではない。各自治体

は、同じ事情が具体的に存在するかだけでなく、監査で未判断だった契約・個人情報・私金処理について

独自に説明する必要がある。 

[S19] 滋賀県監査結果10頁（加入意思確認を監査対象外とした部分）、15-19頁（私的団体・私費・本来的徴収権者、特段の事情、校
務分掌及び地方公務員法第35条の判断）。 https://www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/5614558.pdf 

8.5　第一の反論 - 一体化を一体化の根拠にしている 

滋賀県監査は、PTA会費徴収が授業料等と一体として処理されていることを、地方公共団体の事務と

同一視する特段の事情として評価した。しかし、その一体化は、法律から当然に発生したものではなく、県

が三者契約、基本台帳、納入通知及び学校徴収金ガイドラインを通じて設計した結果である。 

適法性を問われている行政上の一体化を、同じ一体化の適法性の根拠にすると、「公的システムに

組み込んだから公務と一体であり、公務と一体だから組み込める」という循環になる。本来は、一体化以前

の段階で、なぜ私的団体の会員情報、私的債権及び口座振替を県の法令上の事務として取り込めるのか

を示す必要がある。 

さらに、滋賀県監査結果は、令和7年通知が例示する学校徴収金の種目にPTA会費が含まれるかは明ら

かでないことを認めている。それにもかかわらず、県のガイドライン上「団体徴収金」と分類されていること

と、現に授業料等と一体処理されていることを重視した。国通知に明確な包含根拠がない場面で、自治体

内部の分類と運用実績を実体的根拠へ置き換えてよいかが、なお残る。 
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8.6　第二の反論 - 公益性は徴収権限を移転しない 

PTA活動が学校全体や地域に利益を及ぼすことはあり得る。しかし、公益性は、PTAの会費債権を地

方公共団体へ移転しない。社会福祉法人、自治会、NPO、スポーツ団体等も公益的活動を行うが、その

会費を地方公共団体が当然に徴収できるわけではない。公益性は支援の合理性を説明し得ても、加入意

思、会費債務、個人情報利用、徴収及び未納管理の権限を発生させない。 

8.7　第三の反論 - 委任は権限と債権を創設しない 

PTA会長から校長への委任は、存在するPTA事務の処理を依頼する関係である。加入契約がない者

に対する会費債権を創設するものではない。また、私的団体から委任を受けることが地方公共団体の法

令上の所掌事務を当然に拡張するかは別問題である。滋賀県監査自身も、委任を受ければ無制限に許さ

れるわけではないと認めている。 

8.8　第四の反論 - 個人情報保護法の検討が欠落している 

滋賀県制度では、学校又は県の基本台帳に学校在籍情報、保護者口座情報及び諸経費額が集約さ

れ、PTA加入者だけを抽出して会費を振り替える。ここでは、PTAが取得した加入情報の学校への提供、

学校基本台帳との照合、会員・非会員属性の登録、銀行への送信、未納情報の返却・保存等が発生す

る。しかし監査結果は、個人情報保護法第61条の所掌事務・必要性、第62条の明示、第69条の目的外利

用・提供及びPPC資料がいう臨時性を判断していない。 

8.9　第五の反論 - 加入意思確認を対象外にした限界 

監査結果は、PTA加入の任意性を非財務会計行為として監査対象から除外した。しかし、会費徴収

の財務会計行為は、会員資格と会費債権の存在を前提とする。加入の有無を判断せずに徴収行為の合

理性だけを判断すると、債権の不存在又は徴収対象者の誤りを検討できない。これは住民監査制度の対

象範囲による限界であり、監査結果が加入契約を適法と認定したことを意味しない。 

8.10　会員限定徴収への変更が残す情報処理問題 

滋賀県では、非加入者が存在することを踏まえ、令和8年度から会員だけを振替対象とする運用に改めら

れた。この変更は、在籍者全員を当然の会員として徴収することができないことを示す重要な改善である。 

しかし、オプトイン化後も学校徴収を続けるには、PTAが取得した加入情報を学校又は県へ渡し、学校基

本台帳の生徒・保護者情報と照合し、徴収対象者、会費額及び口座情報を結合して銀行へ送信し、結果

と未納情報を管理する必要がある。ここでは、加入情報の取得元、照合識別子、利用目的、提供先、保存

期間、退会・同意撤回時の削除、誤徴収時の責任を定めなければならない。 
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したがって、会員限定徴収は自動加入問題を縮小するが、学校とPTAの情報処理を分離するものではな

い。加入だけをオプトインにして学校徴収を残す方式が、個人情報保護法第61条・第69条及び地方公務

員法上の問題を解消しない理由が、滋賀県制度によって具体的に示されている。 

8.11　滋賀県がむしろ立証した事項 

滋賀県監査結果からは、PTAが学校・県とは別の私的団体であり、会費が私費であり、本来的徴収権

者がPTAであり、徴収事務が本来的には私的団体の事務であることが公式に確認できる。また、全保護

者が加入していないため、加入意思確認後の会員だけを徴収対象にする必要が生じた。これらは、従来

の自動加入・全員徴収を維持できないことと、PTA会員情報を独立して管理する必要性を示す。 

したがって、滋賀県監査は完全分離原則を覆す一般的先例ではない。地方公務員法第35条につい

て、特定制度の特段の事情を認定した限定判断であり、契約、消費者保護、個人情報、社会教育団体の

自主性及び私金処理を横断する本稿の命題に対する完全な反証ではない。むしろ、学校徴収を維持する

ためにどれほど多くの例外論、委任、データ結合及び政策裁量を必要とするかを示す。 

8.12　反証としての最終評価 

滋賀県監査結果は、「学校徴収は一般に適法である」としたものではない。私的団体の私費を、本来的徴

収権者でない県・学校が扱う制度について、地方公務員法第35条上の特段の事情を限定的に認めた判

断である。加入契約、消費者契約及び個人情報処理を未判断のまま残す以上、完全分離命題を覆す反

証にはならない。 

不利な行政判断を無視せず、その判断枠組みを最も強い形で検討することは、本稿の統一理論にとって

不可欠である。滋賀県監査の存在により、地方公務員法第35条だけを取り出せば、特段の事情による例

外論が成立し得ることは認めなければならない。他方、その限定判断を契約、消費者保護、個人情報及び

私金処理まで拡張しないことも同じく必要である。 

むしろ同監査は、学校徴収を維持するためには、私的団体性を認めながら公務と同一視し、私費性を認

めながら授業料等と一体処理し、本来的徴収権者がPTAであると認めながら学校職員に徴収させるとい

う、多段階の例外論が必要になることを可視化した。通常の制度設計としてより簡明で、各法領域の責任

主体を一致させるのは、明示的オプトインとPTA自己徴収による完全分離である。 
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第9章　行政側の典型的反論への回答 

「長年の慣例である」 

慣例は契約、所掌事務、個人情報利用及び私金取扱いの法的根拠ではない。長期継続は、むしろ恒

常運用であることを示し、法69条2項の臨時的例外に依存できないことを強める。 

「黙示の同意がある」 

個別の保護者の具体的行動から黙示の加入が認定される可能性と、全保護者の沈黙を制度的に同

意とみなすことは別である。個人情報の目的外利用・提供への本人同意も独立して必要であり、沈黙から

一括して作れない。 

「本人同意を取っている」 

加入同意はPTAとの契約に関する意思表示であり、学校の恒常的な個人情報処理の所掌事務を創

設しない。PPC資料によれば、目的外利用・提供の本人同意は臨時的規定である。 

「PTAから学校へ委任した」 

委任はPTAが有する事務を処理させるもので、加入契約、会費債権、地方公共団体の所掌事務又は

個人情報利用目的を創設しない。 

「校長が校務と判断した」 

校務掌理権と校務分掌は既存の適法な校務を管理・分担する権限であり、私人間契約と外部団体債

権を公務化する包括的授権ではない。 

「職専免を取ればよい」 

職専免は勤務時間上の服務問題を処理するだけで、契約、個人情報、徴収、口座、システム利用を

適法化しない。 

「公益性が高い」 

公益性は連携・支援の合理性を説明し得るが、会員資格、会費債権、個人情報利用及び徴収権限を

移転しない。 
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「保護者の利便性が高い」 

利便性は法的権限の代替ではない。PTA独自の口座振替、オンライン決済、コンビニ収納等でも利便

性を確保できる。 

「明文禁止がない」 

行政機関と公務員の活動は、私人の活動とは異なり、所掌事務、権限、予算、個人情報利用目的等

の積極的根拠を要する。禁止規定の不存在だけで私的団体事務を公務化できない。 

「学校徴収金に含める規程がある」 

内部規程による分類は、上位法令上の契約・所掌事務・個人情報・私金保管の問題を代替しない。規

程自体の授権根拠と適合性が問われる。 
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第10章　成立する制度 - 明示的オプトインとPTA自己徴収 

10.1　制度の基本形 

適法性、説明可能性及び運営の持続可能性を同時に満たす基本形は、PTAが学校と区別された主

体として加入案内を行い、保護者本人から明示的な申込みを受け、PTA自身が会員名簿を作成し、PTA

名義の口座又は決済手段で会費を徴収する方式である。学校への提出を必須とせず、学校が加入結果

を保持しないことを原則とする。 

10.2　加入手続 

●​PTAが学校とは別の任意団体であること、加入・非加入を自由に選べることを冒頭で明示する。 

●​活動内容、会費額、会費発生時期、退会、返金、個人情報利用目的、問い合わせ先を示す。 

●​「加入する」に積極的な意思表示をした者だけを会員とする。未回答者を会員又は非会員として評価

せず、未回答として処理する。 

●​加入申込みはPTAへ直接送信・提出させ、学校・担任による加入確定を避ける。 

●​退会は将来に向かって容易に行えるようにし、子どもに不利益を与えない。 

10.3　情報管理 

●​PTAは会員本人から必要最小限の情報を直接取得する。学校在籍者名簿を母集団として会員名簿

を生成しない。 

●​氏名、連絡先、子どもの学年等、それぞれの項目の必要性を確認し、利用目的と保存期間を示す。 

●​役員間共有、外部委託、学校への提供、保険加入等の場面を区別し、必要な同意・契約・記録を整

える。 

●​退会又は卒業後の削除、事故時の連絡、アクセス権限を規程化する。 

10.4　会費徴収 

●​PTA名義口座への振込、PTA契約の口座振替、オンライン決済、コンビニ収納等を用いる。 

●​学校納入金とは請求書、振替、領収、未納連絡及び会計帳簿を分ける。 

●​会費債権の有無、減免、未納対応及び返金はPTAが判断し、学校又は担任へ依頼しない。 

●​決済事業者への委託では、個人情報、安全管理、責任分担、解約・データ返却を契約で定める。 
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10.5　学校との協力 

完全分離後も、学校はPTAへ施設利用を許可し、教育活動に関する情報を一般の保護者団体と同様

の条件で提供し、必要な連絡調整を行うことができる。学校がPTA文書の配布場所を提供する場合も、発

信主体を明示し、学校文書との混同を避け、加入回答・会費・役員情報を学校側で回収・蓄積しない設計

にする。学校連絡アプリを使用する場合は、学校契約とPTA契約、利用目的、アカウント、配信対象データ

を分離する必要がある。 

10.6　移行の実務 

1.​現行業務を、加入、名簿、会費額登録、請求、収納、未納、会計、学校連絡、施設利用に分解する。 

2.​各業務の実施者、使用情報、根拠規程、使用システム、口座名義、事故責任を台帳化する。 

3.​次年度の新規加入からオプトイン・自己徴収へ移行し、既存会員についても継続意思を確認する。 

4.​学校保有データに残るPTA属性、会費額、未納情報等を洗い出し、利用停止・削除・保存期間を決

める。 

5.​学校徴収金規程、校務分掌、委任書、職専免、施設許可、情報提供手順を整合させる。 

6.​非会員児童への不利益を防止し、PTAの給付や活動を会員限定にする場合も学校教育と混同しな

い。 

10.7　最終結論 

学校とPTAは、教育活動、安全確保、施設利用及び地域連携について協力できる。しかし、

PTAへの加入、会員情報、会費債権、請求、徴収、未納管理及び会計は、学校との協力事項

ではなく、PTA自身の団体運営である。明示的な加入意思表示は会員関係を確定する入口で

あり、PTA自己徴収は、その契約、個人情報、債権、決済及び責任を最後まで同じ主体に帰属

させる出口である。入口と出口をPTAへ統一することによって、初めて公私の境界が制度全体

を通じて一貫する。 

加入だけをオプトイン化し、学校徴収を残す方式は、会員情報を学校へ渡し、学校基本台帳と照合

し、教職員又は公的システムが私的債権を処理するため、個人情報、公務員職務及び私金会計の問題を

残す。会費だけをPTA自己徴収にしても、学校在籍者名簿から自動的に会員を作れば契約と個人情報の

問題が残る。したがって、両方を一体として実施する必要がある。 

この結論は、一つの法律に学校徴収の全面禁止が明記されているから導かれるのではない。民法が加入

契約の主体を、消費者契約法が不作為による意思表示擬制の限界を、個人情報保護法が学校情報の目

的と所掌を、地方公務員法が教職員の職務を、教育法制が学校と社会教育関係団体の境界を、財務法

規が公金・私金及び公的資源の取扱いをそれぞれ規律する。その全てを同時に満たす制度を組み立てた

結果として、明示的加入意思表示とPTA自己徴収の組合せに収束する。 
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したがって、「加入は任意だが徴収は学校」「会費はPTAが集めるが会員は学校在籍者全員」「本人同意

があるから学校情報を毎年使う」といった部分的修正では、別の法領域に問題が移るだけである。現行法

体系を横断して説明可能で、学校、教職員、保護者及びPTA役員の責任を明確にする運営は、PTAが自

ら加入を受け、自ら会員情報を管理し、自ら会費を徴収する方式である。 
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付録A　法的連鎖対応表 

処理段階 起きていること 主要法令 次段階への連鎖 

1 学校への在籍 公法上の在籍関係 学校教育法 PTA加入とは別である 

2 沈黙・未回答 加入・会則同意とみなす 民法、消費者契約法10条 未確認の会員資格を作る 

3 会員資格の生成 学校名簿から会員・非会員を

判定 
個人情報保護法61・69条 会費債務者データを作る 

4 会費債権の登録 学校システムに金額を登録 民法、個人情報保護法 口座振替データへ変換 

5 徴収・未納管理 公務員が収納確認・督促 地方公務員法32・35条 私的事務を公務として実行 

6 送金・会計 学校・自治体が私金を処理 地方自治法235条の4、財務
規程 

事故・監査・責任が混在 

7 学校支援支出 PTA会費で学校経費を補填 地方財政法、文科省通知 自動徴収の必要性を再生産 
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付録B　一次資料台帳 

以下は本稿の骨格として用いた一次資料である。公式URLを示し、各資料が直接支える論点を簡潔

に付記した。法令・通知・公表資料は改正又は更新される可能性があるため、実際の申入れ、監査請求又

は訴訟で用いる際には、利用時点の原文、該当頁及び施行日を再確認する。 

S1　日本国憲法 
国／昭和21年11月3日　｜　確認済 
役割：結社の自由等 
https://laws.e-gov.go.jp/law/321CONSTITUTION 

S2　民法 
国／明治29年法律第89号　｜　確認済 
役割：契約自由、申込み・承諾、代理、不当利得 
https://laws.e-gov.go.jp/law/129AC0000000089 

S3　消費者契約法 
国／平成12年法律第61号　｜　確認済 
役割：事業者・消費者、勧誘、不当条項 
https://laws.e-gov.go.jp/law/412AC0000000061 

S4　消費者契約法逐条解説・第2条 
消費者庁／令和5年版　｜　確認済 
役割：その他の団体、非営利を問わない事業性 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/consumer_contract_act/annotations/assets/consumer_system_cms203_
230915_04.pdf 

S5　消費者契約法逐条解説・第10条 
消費者庁／令和5年版　｜　確認済 
役割：不作為を申込み・承諾とみなす条項 
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_system/consumer_contract_act/annotations/assets/consumer_system_cms203_
230915_17.pdf 

S6　個人情報の保護に関する法律 
国／平成15年法律第57号　｜　確認済 
役割：民間規律、公的規律、第61・62・69条 
https://laws.e-gov.go.jp/law/415AC0000000057 

S7　公立学校とPTAの間で個人情報のやりとりをするためのポイント 
個人情報保護委員会／令和8年3月　｜　確認済 
役割：別組織、所掌事務、利用目的、臨時的例外、PTA側規律 
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/202603_school_pta_pd_point.pdf 

S8　地方公務員法 
国／昭和25年法律第261号　｜　確認済 
役割：職務命令、職務専念義務、営利企業等従事 
https://laws.e-gov.go.jp/law/325AC0000000261 

S9　社会教育法 
国／昭和24年法律第207号　｜　確認済 
役割：社会教育関係団体、公的支配・干渉の禁止 
https://laws.e-gov.go.jp/law/324AC0000000207 

S10　学校教育法 
国／昭和22年法律第26号　｜　確認済 
役割：校長の校務掌理、学校施設利用 
https://laws.e-gov.go.jp/law/322AC0000000026 

S11　地方自治法 
国／昭和22年法律第67号　｜　確認済 
役割：補助、私金保管、住民監査 
https://laws.e-gov.go.jp/law/322AC0000000067 

S12　地方財政法 
国／昭和23年法律第109号　｜　確認済 
役割：寄附割当・強制徴収、学校経費負担 
https://laws.e-gov.go.jp/law/323AC0000000109 
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S13　24文科初第187号通知 
文部科学省／平成24年5月9日　｜　該当頁確認済 
役割：兼職兼業、施設使用、保護者負担、学校会計と団体会計の区分 
https://www.mext.go.jp/content/20221011-mxt_syoto01_02.pdf 

S14　事務職員の標準的な職務の明確化に係る通知 
文部科学省／令和2年7月17日　｜　該当頁確認済 
役割：校務分掌、標準職務、学校徴収金の学校外移管 
https://www.mext.go.jp/content/20200717-mxt_syoto01-000001234_4.pdf 

S15　学校徴収金の公会計化等の取組の一層の推進について 
文部科学省／令和7年4月30日　｜　該当頁確認済 
役割：学校教育活動費の公会計化・直接支払い、種目例 
https://www.mext.go.jp/content/20250616-mxt_zaimu-100002245_2.pdf 

S16　学校徴収金の公会計化等に関する令和8年通知 
文部科学省／令和8年1月28日　｜　補助資料 
役割：令和7年通知を踏まえた推進 
https://www.mext.go.jp/content/20260303-mxt_syoto01-000046407_1.pdf 

S17　PTA運営改善事例調査報告書 
文部科学省／令和8年7月　｜　参考資料 
役割：PTA運営改善の実務事例 
https://www.mext.go.jp/content/20260709-mxt_chisui02-000050973_1.pdf 

S18　教師等の兼職兼業について 
文部科学省／公式掲載ページ　｜　確認済 
役割：学校関係団体通知等の掲載元 
https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/jinji/mext_02032.html 

S19　滋賀県・住民監査請求に係る監査結果 
滋賀県監査委員／令和8年6月2日　｜　全文確認済 
役割：私的団体性、私費性、本来的徴収権者、特段の事情、判断射程 
https://www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/5614558.pdf 

S20　第211回国会・PTAの入退会等に関する質問主意書・答弁書 
参議院・内閣／令和5年2月　｜　参考資料 
役割：PTAの任意性、個人情報に関する政府整理 
https://www.sangiin.go.jp/japanese/joho1/kousei/syuisyo/211/meisai/m211016.htm 
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付録C　一次資料の役割分担 

本稿は、一つの通知だけから完全分離を導くものではない。各一次資料が直接証明する事項と、直接に

は証明しない事項を区分し、契約、個人情報、公務員職務、教育行政及び財務の複数領域を連結して結

論を導く。 

一次資料 本稿での役割と限界 

PPC 令和8年3月資料 直接支える事項：学校とPTAの別組織性、公的部門の所掌事
務・利用目的、目的外利用・提供の臨時性、PTA側の個人情報
規律​
限界：加入契約の成否、地方公務員法第35条違反の最終判断 

文部科学省 平成24年通知 直接支える事項：学校関係団体事業と学校教育活動、兼職兼
業、施設許可、学校会計と団体会計の区分​
限界：全ての学校・PTA協力の禁止、個別の加入契約の成否 

文部科学省 令和2年通知 直接支える事項：標準職務と校務分掌、学校徴収金を学校以外
へ移す政策方向、例外時の事務配分​
限界：PTA会費を学校徴収金へ含める実体的権限 

文部科学省 令和7年通知 直接支える事項：学校教育活動に必要な費用の公会計化又は
直接支払い、学校外への業務移管​
限界：PTA会費の学校徴収を積極的に認める根拠 

滋賀県監査結果 直接支える事項：特定制度における地方自治法・地方公務員法
上の限定判断、PTAの私的団体性、私費性、本来的徴収権者​
限界：加入契約、消費者契約法、個人情報保護法上の適法性 

文部科学省 令和8年PTA運営改善報告書 直接支える事項：PTA運営の改善事例と政策的・
実務的方向（公式掲載を確認）​
限界：学校関与の実体的法的権限。法的権限を
直接立証する資料ではないため、補助資料として
用いる 
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付録D　解釈上の留保と個別適用時の確認事項 
本稿は第1版として、現時点で確認できる一次資料と主要な反証を統合した。個別事案へ適用する際

には、加入案内、会則、委任書、校務分掌、学校徴収金規程、口座契約、個人情報ファイル簿及び実際の

操作記録を確認する必要がある。また、法令改正、PPC見解、裁判例及び自治体制度の更新があった場

合は、利用時点の内容に照らして再確認する。以下は、本文が未完成であることを示す作業予定ではな

く、個別適用時に確認すべき留意事項である。 

民法第95条・第96条・第113条・第703条・第704条は、具体的な説明内容、代理関係、支払経緯及び

受益者の認識を踏まえ、個別事案ごとに適用を検討する。 

消費者契約法第3条・第4条・第10条は、加入案内の表示、学校文書との混同、退会届方式及び保護

者の誤認との因果関係を事案別に確認する。 

個人情報保護法第61条・第62条・第69条・第75条及び利用停止請求の適用では、保有主体、利用目

的、ファイル簿、提供記録、委託先及び操作記録を確認する。 

行政機関等ガイドライン及び公的部門Q&Aは、改訂履歴を確認し、引用時には該当頁又は問番号を

示す。 

文部科学省令和8年PTA運営改善事例調査報告書は、任意加入、入退会手続、会費徴収、学校関与

及び個人情報に関する実務資料として、今後の改訂時に該当頁を追加する。 

昭和39年1月20日自治省行政実例は、原典又は信頼できる公刊資料を確認した場合にのみ、滋賀県

監査結果の引用と照合して用いる。 

滋賀県制度を個別に評価する場合は、三者契約、基本台帳、学校徴収金取扱要領、ガイドライン及び

委任状の各原文を確認する。 

東大阪市、滋賀県包括外部監査、横浜市、川崎市、西宮市等の自治体資料は、制度類型ごとの比較

資料として追加・更新する。 

熊本地裁判決、東京高裁判決その他の裁判例は、判決原文、事件番号及び掲載誌を確認したものだ

けを引用する。 

制度移行に当たっては、入会申込書、個人情報通知、会費徴収規程及び学校・PTA連携協定を、本稿

の原則に合わせて別途整備する。 

編集上の禁止事項 

確認していない判例、通知、電話回答、自治体制度を断定しない。地方財政法第4条の5を一般的な

「公私会計分離条項」と誤記しない。社会教育法第10条の条文内容を「自主性」と置き換えない。黙示の

契約成立可能性を否定せず、人口全体への一律擬制との違いを示す。本人同意が不要な公的部門の利

用目的内利用と、目的外利用への同意を区別する。滋賀県監査結果を無視せず、判断範囲と未判断領

域を分ける。 
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PTA適正化推進委員会​

「明示的加入意思表示とPTA自己徴収」の統一理論　第1版 
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